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提出先 提出書類

ＮＰＯ所在地を管轄
する労働基準監督署

①労働保険保険関係成立届
②労働保険概算保険料申告書
③その他書類（労働基準監督署に問合せること）

ＮＰＯ所在地を管轄
するハローワーク

①雇用保険適用事業所設置届
②雇用保険被保険者資格取得届
③その他書類（ハローワークに問合せること）

ＮＰＯ所在地を管轄
する年金事務所

①健康保険・厚生年金保険新規適用届
②新規適用事業所現況届
③健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届
④健康保険被扶養者（異動）届（該当者のみ）
⑤健康保険・厚生年金保険保険料納入告知書
　送付（変更）依頼書

保険の種類 保険の内容

労災保険

雇用保険

健康保険

厚生年金
保険

労働保険

社会保険

適用される
職員

適用される
職員

適用される
職員

特記事項

特記事項

保険内容

保険内容

適用される
職員

特記事項

保険内容

職員が勤務中または通勤途上に被った負傷、疾病、障害、死亡に対する保険給付

常勤、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等雇用形態に関係なく全職員に適用

＊法人代表者は、原則として適用外

＊法人役員で職員と同様の仕事をして賃金を受ける人

　（兼務役員）は適用

＊法人代表者は、労災保険の「特別加入」制度を利用することで適用を

　受けられる。

＊有償ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、登録ﾍﾙﾊﾟｰは、賃金支払状況、勤務状況により取扱いが

　異なるので、詳細は労働基準監督署に問合せること。

原則として、1週間の所定労働時間が 20 時間以上かつ同一事業主適用

事業に 31 日以上雇用されることが見込まれる者は、雇用形態に関係な

く被保険者になる。

＊法人代表者は、原則として適用外

＊法人役員で職員と同様の仕事をして賃金を受ける人

　（兼務役員）は適用

＊ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰは、1日または週の所定労働時間、及び 1か月の所定労働

　時間が常勤者の 4分の 3以上であれば被保険者になれる。

＊短期のｱﾙﾊﾞｲﾄは、当初の契約期間が延長された時に被保険者となる

　場合があるので、詳細は年金事務所に問合せること。

職員が失業した場合や雇用の継続が困難となる事由が生じた場合、

及び職員自ら職業訓練を受けた場合に給付される。

常勤者は、職員、法人代表者・役員を含め全てが被保険者になる。

職員の老齢、障害、死亡に対して保険給付。

常勤者は、職員、法人代表者・役員を含め全てが被保険者になる。

健康保険と同じ。

職員及びその扶養家族の業務外の疾病、負傷、死亡、出産に対して

保険給付。
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保険の種類 労働者負担分 事業所負担分 合計料率

労災保険（注 1） 0.0% 0.3％ 0.3%

雇用保険（注 2） 0.5% 0.85% 1.35％

健康保険（注 3） 4.99％ 4.99％ 9.98％

厚生年金保険（注 4） 8.383％ 8.383％ 16.766％

【合計】 13.696％ 14.346％ 28.042%
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機関名 目　　的 主な事業内容

中小企業勤労者
福祉サービス
センター

個々の中小企業が単独では実施
が困難な勤労者の福利厚生事業
を市町村等の協力を得て、総合
的に実施する団体であり、中小
企業の勤労者が生涯豊かで充実
した生活を送ることができるよ
う、スケールメリットを活かし
た事業を実施している。

①生活安定
②自己啓発
③健康維持増進
④余暇活動
⑤財産形成
に関する諸サービスの実施、
提供

勤労者退職金
共済機構

中退共制度は、昭和 34 年に中
小企業退職金共済法に基づき設
けられた中小企業のための国の
退職金制度であり、中小企業者
の相互共済と国の援助で退職金
制度を確立し、これによって中
小企業の従業員の福祉の増進と、
中小企業の振興に寄与すること

を目的としている。

事業主が中退共と退職金共済
契約を結び、毎月の掛金を金
融機関に納付し、従業員が退
職したときは、その従業員に
中退共から退職金が直接支払
われる。

【参考】
社会福祉法人
福利厚生
センター

社会福祉法に基づき、社会福祉
事業従事者の福利厚生の増進を
図ることを目的として、厚生労
働大臣から指定された全国唯一
の法人であり、個々の法人では
できない福利厚生事業を全国規
模で共同化することで、規模の
メリットを最大限活かしサービ
スを提供している。

①健康管理
②慶弔・見舞い
③資質向上、自己啓発
④余暇活用
⑤生活サポート
に関する諸サービスの実施、
提供
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施策名 施策内容

広報誌発行 職員紹介、職員エッセイ等

職場懇談会 仕事に関する理事長、理事との懇談会等

表彰制度 改善提案表彰、功労賞・永年勤続表彰等

職員アンケート 意識調査、事業主への要望事項等

人材教育 外部講習会参加による能力開発等

人事制度整備 賃金体系、目標管理制度、評価制度、資格体系等

（１）情報を集める

キャリアプランに役立つ情報を書籍や知人から収集します

自分のやりたいこと、将来の目標を明確にします

（２）自己分析をおこなう

（３）キャリア目標の設定

（５）行動計画の実行

（４）目標達成のための行動計画の設定

何が得意か、何をやりたいか、何をやっているときに意味
を感じ社会に役立っていると実感するかなどの質問により
自分の仕事に対する考え方（自己概念）を明確にすること
が大事です

どのようにすれば目標が達成できるかという方法を考え決
めます

行動計画で決めたことを実行します


